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１．発表者

・長谷川智信（HASEGAWA TOMONOBU)

一般社団法人電子出版制作・流通協議会 事務局、電子図書館・コンテンツ教育利用部会担当、デジタル印刷・オンデマ

ンド制作流通部会担当

・2013年～2020年、電子図書館アンケート実施、「電子図書館・電子書籍貸出サービス調査報告」編集・発行



2．出版における「電子図書館」

（１）出版市場における「電子出版市場（2020年）」
・出版市場（紙＋電子）16,168億円+4.8％となった。
・前年比の伸びの主因は「電子出版」の伸び+28％であっ
た。

（２）電子出版市場
・電子出版市場は3,932億円に成長したが87％は電子コ
ミック。コミック以外は401憶と10％となっており、

文字物、専門書の電子出版は決して大きな市場となって
いない。

販売額
（億円）

前年比
（％）

販売部数
（万冊）

前年比
（％）

返品率
（％）

前年比
（％）

書籍 6,661 ▲0.9 53,164 ▲2.0 33.0 ▲2.7

月刊誌 4,662 +0.5 71,170 +1.0 39.5 ▲3.6

週刊誌 913 ▲8.5 24,257 ▲10.4 42.3 +0.0

雑誌計 5,576 ▲1.1 95,427 ▲2.2 40.0 ▲2.9

書籍・雑誌計 12,236 ▲1.0 75,7%

電子コミック 3,420 +31.9 87%

電子書籍 401 +14.9 10%

電子雑誌 110 ▲15.4 3%

電子計 3,932 +28.0 24.3%

紙電子計 16,168 +4.8

2020年の出版・電子出版市場（出版科学研究所）

（３）「公共電子図書館」普及に必要性
・文字物や専門書、教育分野の「電子出版」の利用者の利用・体験の場として
また、文字物・専門書の出版社や作家のためにも「公共電子図書館」が必要。
・書店が減少しているなかで、出版物利用、電子出版読書体験、教育の情報化に対応す
るためにも「公共電子図書館」が必要



3．研究のきっかけ

１．日本における「電子図書館」（公共図書館等）の現状（実態）の調査と発表
２．コロナ禍における「電子図書館」の認識の変化
※１．２は前回（2020年9月12日）の「日本出版学会」で発表

【今回】

３．「電子図書館」の普及・利用モデルの研究、米国における図書館における
「電子図書館」、「電子書籍」の実態を調査発表

今後の研究テーマ（案）
４．公共図書館及び学校図書館における「電子図書館」の普及と利用（有効な利用形態）

※モデルとして、米国等の図書館での「電子図書館・電子書籍（オーディオブック・映像資
料）」の提供と利用実態の検討



４．米国公共図書館における電子書籍・オーディオブック・映像資料の提供の現状
と日本の課題 はじめに

一般社団法人電子出版制作・流通協議会（以下、電流協）では、2010年の設立当初より、電流協の電子図書館部会
（現在、電子図書館・教育コンテンツ利用部会）を設けて、2013年より毎年電子図書館アンケート調査の実施とアン
ケート結果を中心に『電子図書館・電子書籍貸出サービス調査報告』を発行してきた。2010年においては、米国はじめ
日本でも「電子書籍ブーム」が起こり、電流協で「電子図書館」の調査を開始した2013年において米国では「電子図書

館」が９割以上普及していると言われていた。そのことから、日本でも早々に電子図書館が普及するという期待が
あった。
昨年2020年度は新型コロナ問題で、多くの図書館が閉館を余儀なくされ電子図書館が注目された。コロナ禍におい
て公共図書館の「電子図書館導入」は政府の補正予算が利用できたことから、2020年4月以降急速に電子図書館が普
及してコロナ問題発生から約1年を経過した2021年4月1日時点においては、昨年の倍以上の205自治体（電流協調べ
速報値）に普及した。しかし、急速に自治体における電子図書館導入が進んだが、自治体全体と比較するとまだ11.5％
である。
一方、米国では、2013年にすでに89％の自治体で「電子書籍の提供」が行われており。2015年には94％の普及で、

10万人以上の自治体では100％の普及となっている。

また、図書館が貸出可能な資料をみても、電子書籍・オーディオブック・映像資料の数が、紙の資料を上回るなど、電
子図書館サービスが必要不可欠なサービスとなっていることがわかる。

この論文では、日本においてあまり紹介されていない米国の公共図書館における電子図書館サービスの実態を説
明するとともに、日本で参考とすべきことを説明する。
https://aebs.or.jp/Electronic_library_introduction_record.html



5.米国公共図書館と電子図書館

米国の公共図書館では紙書籍等の貸出サー

ビスだけでなく、地域コミュニティとしてのイ

ベントの提供、家にパソコンが無い人へのパ

ソコン利用環境の提供、施設に来なくても電

子図書館を利用して電子書籍やオーディオ

ブック、ストリーミングによる映像配信が利用

でき、地域の公共サービス機関として積極的

に電子図書館サービスを提供している。

寄付

オンラインサービス
（電子書籍・多言語対応・大人の
ためのオンライン講座・子供向け

オンライン学習・・・）

米国パブリックライブラリーのサービス
の中心はオンラインサービスに

例：ニューヨークパブリックライブラリー



6．米国の図書館・電子図書館調査のためのリソース

http://www.ala.org/ https://www.imls.gov/
https://www.libraryjournal.com/

（１） ALA（米国図書館協会）
（２） 博物館・図書館サービス研究機関（連邦政府機関）
（３） Library Journal（図書館専門雑誌）



7．参考資料「アメリカの電子図書館とE-BOOK市場」

「アメリカの電子図書館とE-BOOK市場」2019年 アマゾンPOD発行
岡部一明著（米国サンフランシスコ在住、栃木県小川町（現那珂川町）出身
日本語で入手できた「米国電子図書館」資料



8.米国公共図書館の94％がE-booksを提供 （2015年調査時点）

https://s3.amazonaws.com/
WebVault/ebooks/LJSLJ_Eb
ookUsage_PublicLibraries_2
015.pdf

2014年時点で95%の公共図書館で電子書籍提供を実施 10万人以上の都市の図書館では100%

日本の公共図書館での普及は11.4%（2021年4月1日現在）



9.米国の公共図書館と電子図書館について
米国の電子図書館サービス導入は9割を超えていることから、成長期から、成熟期に入り、プラットフォームの普及だけ
でなく、図書館におけるデジタルサービスの多様化が進んでいる。
米国の公共図書館における同サービスの導入は早く、2010年において7割を超え、2012年には約9割に達している（後
述、資料3）。ここで興味深いのは、約9割普及した2012においても、電子書籍のCollection（収集資料）は、Books（紙書籍）
と比較すると少ないことである（後述 資料5）。しかし、2014 年には95％の普及が進み電子書籍(E-books)の数の増加と
ともにオーディオブック(Audio materials)や、映像コンテンツ（Video materials）を合わせると、紙書籍（Books）を超え
る数となっている。



10.米国の図書館の分類と図書館数
米国には全国に11万6,867の図書館がある（ALAの調
査集計）。
「米国図書館協会」統計「ALA Library Fact Sheeo1」

https://libguides.ala.org/numberoflibraries

（参考）日本の図書館数
公共図書館 3,305（2019年）
公共図書館のある自治体 1,385自治体（全自治体数1,788）
大学図書館1,387館（本館775、分館・分室652）（2018年）
※（公社）日本図書館協会

参考：
専門書図書館460（2014年）・専門機関1660機関（2015）



11.米国の公共図書館が提供する資料（Material）の種類別変化（IMLS）

米国公共図書館の提供資料のタイプ別提供状況年別推移グラフ （Books、E-Books、Audio Materials、
Video materials）

図書館の提供する「資料」の半
数以上が

電子書籍・オーディオブック・映
像資料



12.2020年のコロナ禍における米国公共図書館の対応について
http://www.ala.org/pla/issues/covid-19/surveyoverview

(1)オンライン更新ポリシーの拡張（76％）

(2)電子書籍やストリーミングメディアなどのオンライン

サービスの拡張（74％）

→実施はほぼ100%（日本は10％程度）

(3)オンラインプログラムの拡大（61％）



13. 米国の電子図書館についてのまとめ

新型コロナ感染症によって、日本の公共図書館においても「電子図書館」が注目されることとなっ

たが、まだ8割以上の自治体では「電子図書館サービス」が導入されていないという現実がある。

一方、米国では、前述のようにほとんどの公共図書館において、電子図書館サービスが導入され

ている。同サービスの導入においては、導入だけでなく、同サービスを理解してサービスの運営を

担うスタッフ及び図書館員すべての理解と知識の充実が必要である。また、それぞれの図書館にお

いて、サービスを理解する図書館スタッフが、同サービス提供の事業者とともに、利用者にどんな

サービスやコンテンツを提供するのが望ましいか、ということを考えることが必要である。

その点で、行政の役割や指針、都道府県立図書館と基礎自治体の図書館の連携や役割の分担が

必要であり、さらに、教育の情報化が急速に進む今日においては、「学校図書館」との連携も欠かせ

ないと言える。


